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7． 調査対象地域の自然条件概要

7 － 1　流域の概況

ドミニカ共和国の中央部～西部にかけて、カリブ海域最高峰の「ドゥアルテ山」（標高 3,175 メー

トル）をピークとする国内最大の山岳地帯「中央山脈」が所在する。

「ジャケ・デル・スール川」は、このドゥアルテ山の山頂付近を源流部とし、中央山脈の南斜面

から下流部の乾燥低地を貫流してカリブ海に注ぐ、全長 141 キロメートル（国内 2 位）、流域面積

48 万 3,000 ヘクタール（国内 3 位）の河川であり、国内で最も重要な河川の 1 つである（図 7-1 参

照）。

「サバナ・イェグァ・ダム」（以下、この章においては「ダム」と呼ぶ）は、ジャケ・デル・スー

ル川がその中流部で 2 つの支流と合流する地点（堤頂の標高 406 メートル）に所在している。

同ダムの上流域、面積 16 万 6,000 ヘクタールの区域（以下、この章においては「調査区域」と呼

ぶ）は、以下 3 流域に区分できる（図 7 － 2 参照）。

①　ジャケ・デル・スール川（本流）流域（3 万 9,000 ヘクタール）

②　グランデ・デル・メディオ川流域 （6 万 9,000 ヘクタール）

③　ラス・クエバス川流域 （5 万 8,000 ヘクタール）

なお、第 6 章 6 － 5 に記載したとおり農務省天然資源次省（SURENA）の天然資源インベント

リー部（DIRENA）が土地利用状況等のGIS データベース化を進めており、本章において調査区域

内の土地面積を記載する場合には、特に注記しない限りこのGIS からの出力数値を示す。

7 － 2　気　　　象

ドミニカ共和国の気象は海洋性の熱帯気候（AW）に属しているが、国土が起伏に富んだ島嶼で

あることや貿易風の影響を受ける緯度に位置することから、国内の気象条件は湿潤な地域から極

端に乾燥した地域まで多様である。このなかで、調査区域の気象条件については、中央山脈の南

斜面という地勢を反映し、全国標準的な気象条件よりもやや乾燥し、暑気が緩和されている点に

特徴がある。

調査区域内には、農務省気象庁による気象データの定点観測地点が 2 か所あり、①グランデ・デ

ル・メディオ川の上流部、標高1,164 メートルに位置する「コンスタンサ」では年平均気温 18.5℃、

年間降水量 939 ミリメートル、②ラス・クエバス川の下流部、標高 510 メートルに位置するパド

レ・ラス・カサスでは年間降水量 724 ミリメートル（気温データなし）となっている（表 7 － 1 参

照）。

月別平均気温は安定しており、コンスタンサの場合年間の変動幅は 3.6℃しかないが、月別降水
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量は時期により相当変化する。

また、全国的には 5 ～ 7 月（特に 5 月）が雨期、9 ～ 11 月が乾期、かつ、ハリケーンシーズン、

12 ～ 3 月（特に 3 月）が最も乾燥する時期とされているが、調査区域内の月別平均降水量を見れ

ばコンスタンサ及びパドレ・ラス・カサスとも 5 月及び 8 ～ 10 月が特に大きく、12 ～ 4 月が特に

少ない傾向にある。なお、8 ～ 10 月の月別降水量については、大型ハリケーン襲来時の集中豪雨

が強く影響している可能性が高く、この時期が連日一貫して湿潤な条件にあるというわけではな

いと考えられる。

調査区域内における自然植生の分布状況を見れば、標高 1,164 メートルのコンスタンサ近郊で

も標高 3,175 メートルのドゥアルテ山の山頂付近でも同様にマツ天然林が存在すること等の共通

点があり、調査区域内の気象条件は、全体的にはコンスタンサやパドレ・ラス・カサスに代表さ

れるものと極端な違いはないものと推測されるが、高海抜地では降水量がやや増加する傾向があ

り、国内の等降水量線を図示した資料などによれば中央山脈最上部における年間降水量は年 1,600

ミリメートル～ 2,000 ミリメートル程度とされているところである。

一方、ダムから下流部については、一般的に調査区域内よりも高温で乾燥している所である。

7 － 3　植生及び土地利用

第 4 章でも述べたランドサット画像を用いて作成した出力図面をベースに、流域界、国立公園・

科学保全区界、河川等の表示を強調、凡例の日本語化等の修正を加えたものが図 7 － 2 である。ま

た、図 7 － 2 に記載した植生・土地利用区分ごとの面積について、更に詳細に内訳等を整理した

ものが表 7 － 2 である。

これによれば、マツを主とした針葉樹林、広葉樹林及び乾燥林から成る森林地域の面積は、調

査対象地域全体で約 58％、うち保護区内では約 80％、保護区外では 40％となっている。これらの

数値は、全国平均の数値である約 28％（表 4 － 4）と比較しても、大幅に高いものとなっているこ

とが明らかである。

調査区域の面積の 48％は国立公園及び科学保全区である。公園・保全区の面積の 79％は主にマ

ツ天然林（純林が多い）から構成される森林区域であるが、自給的農業・牧草地域も 14％入り込

んでいる。公園・保全区内では、1998 年のハリケーン・ジョージ来襲時に相当量の被害木が発生

したとされているが、上空からの観察では、量的に目立つ痕跡は見当たらなかった。被害木の集

造材関連業務に携わった青年海外協力隊員からの情報によれば、公園・保存区内の大径木は、100

年生・直径 50 センチメートル級以上のものも見受けられるとのことである。

調査区域内の人工林面積は不明であるが、キスケージャ・ベルデ植林計画等特別なプロジェク

トによる若齢造林地がわずかに見られるのみであり、調査区域内の植生・土地利用を論ずるにあ

たっては無視できる程度の規模である。
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調査区域内の自給的農業・牧草地域において、マツその他の高木性樹種が自生している場合も

散見され、公園・保全区内の優れた森林がすべて天然林であることから考えても、状況によって

は天然更新による森林化も期待できるものと考えられる。

また、自給的農業・牧草地域、低灌木地域等から成る非森林地域の面積は 42％を占めている所

である。このうち、自給的農業・牧草地域（25％）では主に焼畑や火入れによる放牧が行われてい

る。このほか、森林地域のなかにも樹冠疎密度 40 ～ 60％の針葉樹疎林（11％）等のように山火事

やハリケーン被害により劣化を招いたと考えられる地域も含まれ、これらを中心に土壌浸食、地

力低下等の問題が生じ、調査区域全体の水源涵養機能の低下を来しているものと推測される。

調査対象地域を部分別に見ると、中部流域において農地の広がりが顕著である。これは INAREF

等からの聞き取りによると、アスアなど南部地域からの入植者が、土地を求めて未開の中部に入

り込んだという説があるが、本格調査のなかで社会経済調査等を通じて明らかにされるべきであ

る。























─ 74 ─

メートルに対し 112 百万立方メートルしか放水できず、ハリケーン来襲から 1 日半の間に 14 メー

トル水位が上昇し、最大時は使用不能の洪水吐きの 2.5 メートル下まで迫ったとのことである。設

計上ある程度の安全率を見込んでいるとは思われるものの、これ以上水位が上昇すれば堤体の保

全自体が危険な状況に至ったものと考えられる。

この経験以来、毎年のハリケーン・シーズン中は、ハリケーン・ジョージの来襲直前と同程度

まで水位を低く抑えているとのことであり、下流の乾燥地域の灌漑等重要な役割を担っているに

もかかわらず、ダムの貯水機能は相当低下しているところである。

また、ハリケーン・ジョージ来襲時は、以上のようにダムの放水能力に制約があったにもかか

わらず下流域で相当規模の洪水が発生しているところである。例えば、ダムから 4 キロメートル

下流、ジャケ・デル・スール川とその支流サン・フアン川との合流地点に、「メソポタミア」とい

う人口 1,000 人程度の集落が所在していたが、上述の最大水位に達する約 9 時間前のダムからの放

水により、高さ 4 メートル、流速 30 キロメートルの洪水に襲われ、集落ごと流亡したと伝えられ

る（ただし、この災害事例は INDRHI 水利庁の資料には記されておらず、旅行ガイドブックにト

ピックス記事として掲げられているもの）。

このダムには洪水吐き等の改修計画も存在するとのことであるが、増強した放水能力を実際に

使用せざるを得ない状況となれば、下流域において更に大きな災害を招くことは必至である。こ

のため、ハリケーンによる洪水等に備える根本的な対策としては、調査区域の再森林化を図り、水

源涵養機能、特にピーク流量を低減して洪水を緩和する機能を向上させるしかなく、その実現は

重要、かつ、急務と考えられる。

7 － 5　土　　　壌

米州機構（OEA）が 1967 年に作成した土壌図をDIRENA がGIS データ化し、土壌群ごとに面積

集計を行っているが、これによれば、調査区域の面積の 84％は「非石灰質と石灰質の起伏の激し

い土地」と区分されている。しかしながら、現地における観察や聞き込みにおいては、実際の土壌

の分布は微地形等を反映して相当に多様・複雑なものとの印象を強く受けた。

また、調査区域のうちラス・クエバス川流域については、DIRENA が 1987 年に「MARENA プ

ロジェクト」の一環として「土壌利用の分類と適性」と題する報告書を取りまとめている。その内

容は、「コロンビアのCIF ガイドラインに従って、土壌についての準詳細な調査を行って利用適性

に従い流域を地図上で 13 単位に区分。このうち 7 単位は集約農業適地、2 単位は土壌保全措置の

条件付きで農業適地、4 単位は牧草・果樹・エネルギー源となる作物・森林等の恒常的耕作や野生

生物保全地域としての適性を指摘。」というものである。分析手法である「コロンビアの CIF ガイ

ドライン」の内容が不明であるため、この報告書の現在における利用価値を簡単に評価すること

はできないが、少なくとも、森林として利用すべき単位が過小であること、農業適地の分類区分
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が大括り過ぎること等の難点があるように考えられる。未確認ではあるが、グランデ・デル・メ

ディオ川流域についても同様の報告書が存在するとのことであり、併せて参考にすることは可能

と考えられる。なお、ジャケ・デル・スール川（本流）流域については同様の報告書は作成されて

いないとのことである。

以上のように、調査区域の土壌条件については概括的なデータ集積の段階にとどまっている印

象が強く、現況において自給的農業・牧草地域等に利用されている土地の今後の利用のあり方を

検討していくためには、現地調査に基づき、更に詳細な土壌図等を作成する必要があると考えら

れる。

7 － 6　エロージョン等

ダムには年間約 4.4 百万立方メートルの土砂堆積があると試算されており、特に自給的農業・放

牧を営む住民の密度が相対的に高いと見られるラス・クエバス川流域では、エロージョン率が 275

トン／ヘクタール／年と推定されるなど、荒廃が著しい状況である。

上空からの観察によっても、ラス・クエバス川流域を中心に、焼畑からのガリーの発生、小渓

流の荒廃、河岸・山脚の浸食、河床への多量の土砂の堆積等の事例を数多く確認できたところで

あり、著しい荒廃渓流等については治山工事の実施の可能性も検討していく必要があると考えら

れる。ただし、大規模な山腹崩壊、地すべり等の事例は見当たらなかったところである。

山地における土砂の流出は地質条件の影響を強く受けるところである。大統領府鉱山局が 1992

年に作成した地質図をDIRENA がGIS データ化し、地質区分ごとに面積集計を行っているが、こ

れによれば、調査区域の面積の 39％が「マグマ性岩及び火山堆積性岩」、34％が「砂岩及び礫岩を

含んだ砂質泥灰土」（主にラス・クエバス川流域）となっている。一般的には火山性岩屑の堆積層

は浸食に対する抵抗力が弱い地質と考えられているが、上空からの観察では火山性の地質を主と

する 2 流域よりも砂岩等を主とするラス・クエバス川流域の方がエロージョンの程度が深刻に見

られることから、地質よりも焼畑・火入れ等人為による影響が強く現れている可能性があり、こ

の点についても今後詳細な分析が必要と考えられる。

7 － 7　治 山 技 術

上空からの観察による限り、調査区域内には国土保全を目的とする治山、砂防事業等の実施に

より、山腹・渓流・河川に山腹工や堰堤等の土木工作物を設置した例は見当たらなかったところ

である。

国内全体を見ても、治山工事の類例としては、中央山脈の北側斜面に当たるラ・ベガ県の荒廃

農地において現地採取の石材・木材を利用して小規模な石積を設置した例があるのみという。こ

の事例とて、荒廃地の再森林化の手段として土木技術も活用してエロージョン・コントロールを
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図るとの観点から実施したものではなく、農地を農地として保全するために実施した事業であり、

いわゆる治山工事とは呼び難いものである。この事例の場合、当時（10 年以上前）の政府組織の

なかでは旧森林総局（旧DGF）が施工を担当したというが、現森林資源庁（INAREF）の見解とし

ては、仮に現在同様の事業を実施するとすれば、農地その他の土壌保全全般を所管する SURENA

が施工を担当することになるとのことである。

また、各関係機関とも治山・砂防事業の必要性について分析可能な技術的蓄積はほとんど有し

ておらず、実施の可能性を模索する動きもほとんどない模様である。

（参考文献）

野口陽一他著「砂防工学」朝倉書店、東京、1968 年

Lonely Planet, Dominican Republic ＆ Haiti, Australia, 1999.
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8． 調査対象地域の森林・林業概況、問題点及び今後の対策

この章では、まず調査対象地域内での森林・林業の現況を取りまとめ、その後、問題点を分析

し、その対策について考察する。

8 － 1　森林・林業の現況

調査対象地域では、厳格な意味での森林管理はなされていないものの、現行の森林・林業の現

況について、組織的及び技術的観点から述べる。

8 － 1 － 1　森林管理体制

第 4 章で述べたとおり、現在（2000 年 8 月）、政権交代に伴う組織改編が進められている最中

である。INAREF についても環境天然資源省に編入後、その内部の体制についても一部変更さ

れる可能性もあるが、これまでの INAREF による全国の森林の管理区域は、12 の森林管理局と

その管轄下にある 37 の森林管理所に区分され、管理されてきた（図 8 － 1）。森林管理局は森林

管理所の上部機関ではあるが、所属する森林管理所を統括するだけではなく、独自の担当地域

を有し、事業を行っている点が特徴的である。

これら INAREF の地方事務所の主な業務は、以下のとおりである。

－苗畑の運営

－植林事業

－林産業（主に製材）

－森林火災、盗伐等の防止のための巡視、消火活動、取り締まり

－森林保護・保全、植林推進のための地域住民への啓蒙活動

－キスケージャ・ベルデ国家計画の側面支援（特に苗木供給）

－住民保有地の公的登記の推進、等

調査対象地域に関係する現行の森林管理局及び森林管理所は、表 8 － 1 のとおりである。
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8 － 1 － 2　造　　林

調査対象地域内の造林の技術的事項に係る概況は以下のとおりである。

（1）育　苗

各森林管理局及び森林管理所は複数の苗畑を所有しており、キスケージャ・ベルデ国家

計画をはじめ、INAREF の直轄植林計画等への苗木の供給源となっている。苗畑施設は、鋼

鉄製の支柱に寒冷紗を使用した機能的なものであり（巻頭写真参照）、カナダ式と呼ばれる

発泡スチロールあるいはプラスチックのトレイを用いた方式及びビニールポット式の 2 つ

の方法で育苗が行われている。ビニールポット式では、苗床からポットに移植する方法も

とられている。カナダ式の利点は、効率的に苗木生産が可能（大量生産が可能）であること、

苗木の山出しが効率的に行えること、また空中根切りにより根がポットの中で巻くことが

ないため、植栽後に根が早期に土中深く発達することが可能であること、の 3 点である。一

方、ビニールポット式に比較して、カナダ式で生産される苗木は小さく、植栽後の成長に

影響があるのではと懸念されるが、今のところ、ロス・ベルムーデス・プロジェクトでの聞

き取りによると、活着率も 80 ～ 90％と順調であることから問題ないとも思われるが、今後

モニタリングにより明らかにしていく必要がある。

苗木の生産にあたり、どちらの方式を採用するかの基準については、カナダ式の用土に

用いられる turba と呼ばれる泥炭の運搬が容易である箇所では、カナダ式が採用されてい

るようである。また、社会的な側面として、ビニールポット式は手間がかかる一方、周辺住

民にとっては雇用が創出されることから、必要性がある箇所では、ビニールポット式が用

いられている。

苗木は、山出し前に直射日光の下で十分硬化処理を行うことが肝要であるにもかかわら

ず、一般的に疎かにされることが多いが、INAREF の苗畑においては、徹底して実施され

ていることは評価できる。また、サン・フアン森林管理局では郷土樹種の調査・研究を行っ

ているが、環境的にも経済的（特にマホガニー）にも好ましい傾向であるので、今後の一層

の推進が期待される。

視察した各地の苗畑の概況は以下の表 8 － 4 のとおりである。
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ていない。

植栽後から 2、3 年間の植栽木の生存率は、ベルムーデスで 80 ～ 90％程度といわれてい

る。

（3）保　育

基本的に、将来の明確な植栽木の利用計画がないために、除草を除いた枝打ち、間伐等の

保育作業は一切行われていない。

上述のコンスタンサ森林管理所管内では、害虫による Pinus occidentalis の食害が確認さ

れている箇所もある。主に乾燥時期に発生するが、被害規模はわずかである。対策として

は、化学的な防除は行わず、被害木を伐倒・焼却することで対処している。調査対象地外

（サンブラナ・プロジェクト）では、Acacia mangium のペストによる被害も報告されては

いるが（Geilfus, 1998）、現地での聞き取りでは確認されなかった。

調査対象地域内には、一部でウサギが生息するほかは、植栽木及び自然木に被害を及ぼ

すと懸念されるシカなどの大型哺乳類の生息は確認されておらず、野生動物による影響は

ほとんどないといってよい。

8 － 1 － 3　森林保護・保全

調査対象地域内の森林の保護・保全は、保護地域及び国有林において以下のとおり行われて

いる。

（1）保護地域

本調査対象地域の一部は、国立公園（ホセ・デル・カルメン・ラミレス）及び科学保全区

（バジェ・ヌエボ）に含まれている。

ホセ・デル・カルメン・ラミレス国立公園は、全体で7 万 6,400 ヘクタールを占め（Hoppe,

1989）、うち約4 万ヘクタールが本調査対象地域に含まれる（図7 －1 参照）。この地域は1958

年に保護区に指定され、その後国立公園となっている。公園内には、中央山脈（Cordillera

Central）が東西に走り、国内最高峰のドゥアルテ山（3,175 メートル）がそびえている。植

生は、亜熱帯湿潤山岳林に区分され、西洋マツ（Pinus occidentalis）を優先樹種とする針

葉樹林及び針広混交林が見られる。その他の主な樹種は、低地では、Pimenta ozua、Lyonia

spp.、Didymopanax morototoni、Juniperus gracilior、Tabebuia berterii、高地において

は、Pithecellobium arboreum、Tetragastris balsamifera、Oxandra lanceolata 等である

（Hoppe, 1989）。野生動物は、Hutia 及びイノシシ（外来種）等の哺乳類、及び鳥類が生息す

る。
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バジェ・ヌエボ科学保全区は、ドミニカ共和国のほぼ中央及び中央山脈のほぼ中央に位

置し、4 万 900 ヘクタールを占めている（うち調査対象地域内には、約 4 万 ヘクタールが

含まれる）（Hoppe, 1989）。主要植生は、ホセ・デル・カルメン・ラミレス国立公園と同じ

く、西洋マツ林であるが、イスパニオーラ島の危惧種とされている広葉樹の Magnol ia

pallescens が生育している箇所もある。植物種は、これまで全体で 249 種が確認されてお

り、うち 40％が危惧種とされている。その他の主要樹種は、Creolean pine、Lepechinia

urbanii、Garrya fadyenii、Ilex tuerckheimii、Lyonia heptamera、Gaultheria domingensis

等である（Hoppe, 1989）。野生動物については、保護区内で 64 種の鳥類が確認されている。

これらの保護区内では、移転により住民は居住していないが、国立公園局の警備隊によ

り、森林火災、違法伐採等に対する巡視が行われている。また、保護区の縁周部のバッ

ファーゾーンにおいては、INAREF と協力して、地域住民を取り込んだ森林火災防止等の

活動が行われている。また、ホセ・デル・カルメン・ラミレス国立公園においては、現在エ

コツーリズムが行われているが、更に拡充するため道路等の整備が行われている。また、水

源、土壌、及び野生生物保全のための植林も一部で実施されている。バジェ・ヌエボ科学保

全区においては、現在のところ、管理計画も策定されておらず、研究目的以外の利用が考

えられていない。

（2）保護地域以外

国有林では、INAREF のスタッフにより森林巡視が行われている。INAREF が実施する

サバナ・デ・サン・フアン・プロジェクトでは、灌木地での放牧を禁止し、森林の回復に努

めている。
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8 － 1 － 5　木材利用及び林産物市場

第 4 章で述べたとおり、調査対象地域内にはサバナ・デ・サン・フアンに 1 か所製材所が存在

し、ハリケーンや森林火災による被害木を製材し、販売している。見学したところ、製材品に

割れがあるものが確認された。INAREF 側の説明によると木材の乾燥技術に問題があるとのこ

とだったが、ハリケーンによる風害によるものではないかと推察される。現在は需要が高いた

めに問題にはならないが、将来、良質な木材が市場に出回ると、競争力は無くなるとの懸念が

ある。

この製材所で生産された製材は、国内全域へ販売されている。購入を希望する業者は、首都

サント・ドミンゴの INAREF 本部あるいはサン・ホセ・デ・オコア森林管理所で購入希望量に

応じた金額を小切手で支払い、領収書を持って運搬車両とともに製材所に出向くというシステ

ムになっている。製材の業務開始当初は、INAREF 側としては特に宣伝等は行わなかったとい

うが、口コミで情報が業者に流れ、買い付けに来るようになったことから、製材の潜在需要は

現在のところ高いといえよう。

調査対象地域内では、非木材林産物（NTFPs：Non-timber forest products）の生産は特にな

い。調査対象地外のアスア市周辺では、自生樹種（Guayacum officinalis）を加工したすり鉢や

民芸品が道路端で売られている。また、アスアのGTZ 支援による乾燥林合理的管理プロジェク

トでは、主に建築用小丸太、枕木、蜂蜜、薬草・香草等が生産されている。

松脂の利用は全国でほとんど行われていないが、ロジン（印刷インク用）やテレビン油（ペイ

ント用）として利用が可能であることから、市場等の条件が整えば、調査対象地域内で生産の可

能性を探る価値はある。

世界中の乾燥地で起こっている薪炭材の利用による森林の減少・劣化という問題は、幸いに

も調査対象地域では見られないといってよい。これはプロパンガスの利用が村落にも浸透して

いるためで、INAREF 職員の話では例えばコンスタンサ地域での住民の 70％がプロパンガスを

使用しているという事実からもうかがえることである。

8 － 2　森林・林業に係る問題点及び本格調査への提言

以下に述べる技術的な諸問題は、自然条件、過去の過剰伐採及び伐採禁止政策が長期間継続さ

れてきた歴史、森林・林業セクターの予算不足、地域住民の土地所有問題（貧困問題）などが絡み

合って生じているものである。この項では、以上の問題点の現状を分析した後、本格調査への提

言を取りまとめることとする。
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帯も効果的に配置することを検討する必要がある。

さらに、保育作業、特に枝打ちの徹底も効果があると考えられる。これは、火災時には、火が

林床から下枝、そして上枝に移動し、上枝まで焼失した樹木が枯死に至るため、枝打ちの実施

により、林木の上長成長を促す一方で、林床から下枝への延焼を抑える効果が期待されるから

である。

以上の対策のほかにも、JICA によりインドネシアで実施されている森林火災予防計画プロジェ

クトの成果等、適用できる手法や技術を、本格調査のなかでワークショップ等を通じてフィー

ドバックすることも効果的であると思われる。

8 － 2 － 2　ハリケーン被害

巻頭の写真にも示されるとおり、ハリケーンの森林への被害は、倒木ではなく、樹幹が折れ

ることに特徴がある。

被害を最小に抑えるためには、風害に強い森林造成の検討が望まれる。具体的には、植栽樹

種、植栽密度、林分構成、及び保育作業等について、日本国内外での事例を基に検討すること

が必要である。

8 － 2 － 3　焼畑移動耕作

調査対象地域においては、焼畑移動耕作は、森林減少／劣化、森林火災及び土壌流出の主因

の 1 つとなっており、ハリケーンの被害を受けやすい土地利用形態でもある。現在、焼畑移動

耕作が実践されている土地は、土地が既に劣化していることから、移動の周期も 2 ～ 4 年と短

くなりつつある。

対策として考えられるのは、アグロフォレストリー（アグロシルビカルチャー）の推進、ある

いは可能であれば、林地への転換を行うことであるが、このためには、地域での社会経済調査

や市場調査を通じて、住民に対して効果的なインセンティブを付与できるか等について、十分

な検討が必要である。

8 － 2 － 4　放　　牧

焼畑移動耕作と同じく、森林減少／劣化及び森林火災の要因となっている。なかには、明ら

かな過放牧地も見られ、土壌流出の原因ともなっており、特にハリケーンによる被害を受けや

すい状態である。聞き取りによると、放牧を行っているのは、地域の住民のほか、調査対象地

外に居住する大土地所有者も含まれるとのことである。

対策としては、放牧地へ植林を行い、アグロフォレストリー（シルビパストリル）への転換の

可能性を探ること、また林地への転換の検討を行うことであるが、焼畑移動耕作と同じく、住
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民に対して効果的なインセンティブを付与できる代替案等について、十分な検討が必要である。

8 － 2 － 5　違法伐採

違法伐採による被害は、特に調査対象地域の南部のアスア森林管理局において深刻である。盗

伐の対象となるのは、郷土樹種で、木材として高価なマホガニー及びすり鉢や民芸品に使用さ

れるGuayacum officinalis 等である。マホガニーは、山中で手鋸により製材された後、持ち出

され、アスアの森林管理局を訪れた際には、実際に押収品を目にすることができた。国有林内

での違法伐採に対しては、新しい森林法において INAREF は逮捕権を有することとなり、年間

数名の逮捕者が出ている状況である。

違法伐採に対する対策としては、従来の森林巡視に加え、森林火災防止等の目的と併せて住

民への啓蒙活動を積極的に推進し、ソフトの面からの対策を講じる必要がある。

8 － 2 － 6　林木育種

既に述べたとおり、苗木生産のための種子は種資源が明らかではなく、計画的に選抜された

ものでもない。また、特に郷土樹種については、有用樹種の研究が遅れており、早急な対策が

必要となっている。

これらの問題に対する対策としては、森林火災やハリケーン被害によって、焼失や幹折害を

免れた林木のなかから優良木を選抜し、育苗していくなど、効率的・効果的な育種・育苗シス

テムを構築することが必要である。また、郷土樹種の調査・研究については、サン・フアン・デ・

ラ・マグアナ森林管理局及びNGO の ENDA-Caribe が支援するサンブラナ・プロジェクト（調

査対象地外）での成果等を検討して植栽樹種選定の基礎資料とすることが必要である。

8 － 2 － 7　土地所有権

調査対象地域内の土地は、明確な保有／所有区分がなされていないことから、植林時あるい

は将来的に、樹木等の地上権を巡って大きな問題となることが危惧される。

本調査の実施に際しては、調査対象地域における住民の土地所有権保有概況をまず把握する

ことが重要である。場合によっては、土地制度の整備等、本来外部条件である事項を可能な限

りプロジェクトのなかに取り込む努力をすることも必要かと思われる。しかしながら、実際問

題としてかなりの困難が予測されることから、住民の土地所有権取得支援のための提言を行う

にとどめるなど、土地問題については常に柔軟な対応をしていくことが肝要である。

8 － 2 － 8　調査・研究

これまでドミニカ共和国には、林業研究所に相当する組織は存在していなかったため、全般
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的に林業技術レベルは高くなく、また研究者の養成といった人材面からも森林・林業セクター

上の大きな問題となっていた。

今回策定された森林法の一般細則において、INAREF 内に森林研究センターが設置されるこ

とになり、今後、様々な分野の調査・研究が実施され、そのなかで研究者が育成され、成果が

現場へフィードバックされていくことが期待されている。

本格調査においては、調査を通じて明らかにされる技術的問題点について、調査・研究が必

要なものに優先度を付け、その内容、手法及び方向性について提言し、技術レベルの向上に資

することが求められる。

8 － 2 － 9　森林管理計画策定技術

ドミニカ共和国の森林・林業セクターにおいては、長年の伐採原則禁止政策により、森林管

理制度は実質的に存在しない状態であったが、最近になって森林資源の合理的利用を通じて森

林の復旧を図るという方向へと変化の兆しを見せている。いずれにしても、「森林管理」は新し

い概念とされていることから、総合的な観点に欠けており、実際に INAREF の植林プロジェク

トにおいては、明確な目標や将来の事業計画がほとんど策定されていない状況にある。

本調査対象地域においては、造林及び森林の保護・保全をもって水源涵養機能を高めていく

ことが最優先されるべきであるが、将来的には持続的森林利用も可能であることから、森林利

用の観点も否定されることなく、森林管理計画のなかに取り込んでいくべきであると思われる。

このためには、技術移転（On-the-job training、ワークショップ、セミナー等）及び森林管理

計画策定マニュアル／ガイドラインの作成を通じて、INAREF の森林管理計画策定技術を強化

することに貢献できるものと期待される。森林管理計画策定マニュアル／ガイドラインの内容

は、森林の機能別ゾーニングの手法、各種土地所有形態別森林タイプ別の施行管理体制の確立

（施業方法、収穫規整等）等について、森林保護・保全、造林、効率的森林利用、効率的土地利

用等の観点から検討し、将来の森林施業モデルを提言するものである。

8 － 3　村落林業計画の基本的考え方

調査対象地域でのより現実的な流域管理計画の策定を目的として、本格調査の後半においては、

森林火災対策、アグロフォレストリー、苗畑造成等の村落林業に係る実証的なコンポーネントが

組み込まれることになっている。具体的な実施内容は、本格調査の結果によって決定することが

前提ではあるが、今回の概況調査の結果も含めて検討した結果、以下の事項が村落林業構想の案

として提言されるものである。
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（1）基本的アプローチ

現在、調査対象地域において実施されている政府主導の植林事業（キスケージャ・ベルデ国

家計画及び INAREF 直営による植林計画）は広い定義においては、住民参加型プロジェクト

であるといえるであろう。しかしながら、住民の参加の度合いは高いとはいえず、INAREF の

量的及び質的人的資源、あるいは、森林復旧及び持続的森林管理といった大目標の達成の観

点からは、その度合いを高めていくことは必須であると思われる。したがって、本調査にお

いては、住民参加型あるいは住民主体型の林業プロジェクトのモデルとなるような仕組みを

開発することが、現在のドミニカ共和国の森林・林業セクターのニーズにかなうものである

と察せられる。

住民参加を支援する体制としては、ドミニカ共和国において省庁横断的な協力体制がとら

れていること、また今後は環境に係る組織の統合が図られること、NGO が非常に経験豊富で

あることなどから、より横断的な協力体制は強化されると考えられるので、INAREF を中心

とした行政組織に加え、NGO の協力も仰ぎつつ、より効果的な体制を築いていくことが肝要

である。さらに、住民参加型林業プロジェクトに係るその他ドナーの経験も十分検討して、よ

り効率的・効果的な事業となるよう努力する必要がある。

（2）計画立案

策定される事業計画がより現実的な内容とされるために、計画立案段階からの地域住民の

関与が必須である。このためには、まず社会経済調査により地域の問題分析及び住民のニー

ズの把握を丁寧に行い、対象となる地域及び住民グループを特定し、現実的な計画の立案の

基礎にすることが重要である。一般的に、農民は日々の仕事に忙しく、新しい事業に対して

割ける時間は限られているものであるが、食糧確保（food security）、現金収入の増加、生活

環境の改善といった直接的なインセンティブに働きかけるような内容を組み込み、無理なく

住民の参加の度合いを高めていくような工夫も必要である。

事業を実施する地域の選定にあたっては、特に以下の自然的、社会・経済的、及び組織的な

事項に配慮し、本格調査が実施されることが求められる。

－早急に保護や管理を要する重要な天然林及び植林地の存在（小林、1999、p.32）

－その分布、生育状況、管理方法

－区域内の道路網、水、既存苗畑等インフラの整備状況

－地域住民の生活状況

－地域の共同体の事業実施あるいは参加能力

－キスケージャ・ベルデ国家計画等の優先地域などの政策

－土地所有／保有の形態
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